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欧米マルクス学派における

コンフリクト理論の新展開

都　留 康

。

●

o

イントロダクション

　1960年代後半にはじまる社会科学の諸領域で

のマルクス・ルネサンスのうねりの中で，伝統的

マルクス主義，すなわち実践から構造的に分断さ

れ，経済学・政治学から哲学研究へと沈潜し密教

化した西欧マルクス主義を超克する運動としてそ

れを位置づけ，そうした方向に運動の将来を占っ

たP．Andersonは，最新の作品で再び同一主題

にたちかえり，自らの予測の妥当性を吟味してつ

ぎのように述べている。予測に準じて，「マルク

ス主義のもう1つの文化が現われてきて，先行者

には欠落していたまさしく経済・政治・社会体制

の諸問題に主要に立ち向かっていった」（［1］20）。

しかし予測には反して，「知的営為の卓越した中

心地は，ゲルマンまたはラテン・ヨーロッパとい

うよりむしろ英語圏世界に位置したように見え．

る」（［1］24）という発言がそれである。

　あらためて注解するまでもなく，マルクス・ル

ネサンスは，1960年代に生起してきたさまざま

の異議申し立て運動の高揚とスタグフレーション

の発生という歴史的文脈のもとで，伝統的思考の

隆路を，マルクス理論の再生と変革を通じて打開

しようとする運動にほかならない。ここで経済学

に焦点を絞れば，2つの事情が重要である。1つ

は，主流派経済学の側で，その論理的基礎と目さ

れていた限界生産力説が，ネオ・リカーディアン

による挑戦にさらされはじめ，スタグフレーショ

ンの原理的解明も不在にとどまったこと，いま1・

　＊、小論の作成にあたって，一橋大学経済研究所定

例研究会（1983年11月30日）で有益なコメントを賜
った。しかし，ありうべき誤りはすべて筆者個人のも

のである。

つは，伝統的マルクス主義もまた上記の諸現象に

有効な診断を何ら下しえなかったことである。そ

こで，こうした伝統をともに克服するという課題

をになってマルクス・ルネサンスは現われること

になるが，その運動の中心は，Andersonの指摘

どおり，たしかに英語圏世界に位置してきたとい’

えよう。しかしながら，そこにおいても各国で同

様の経過がたどられたわけではない。

　イギリスにおいては，マルクス・ルネサンスを

彩る2つの主要な討論は，価値の生産価格への転

化論争ならびに利潤率低下論争であったが，いず

れも議論の大半がきわめて高い抽象度のもとで進

行したと特徴づけることができる。というのも，

前者の論争の核心は，マルクス基本定理を数学的

に厳密に論証することによって搾取論を基礎づけ’

ることにあったからであり，また後者のスタグフ

レーションの基本的原因は何かという実践的な問

題関心によって開始されたGlyn＝Sutcli∬eテー

ゼ以後の論争も，想定されるあらゆる経済におい

て置塩定理を確立し，もって利潤圧縮説を正当化

するという方向に展開されたからである。これに

対して，アメリカにおいては，H・Gintisととも

にマルクス学派の「ユニークな貢献は，理論それ

自体ではなく……その応用にある」（［14］58－9）と

いうことができる。上の論争とのかかわりで見れ

ば，搾取論を当然の出発点として，分析はむしろ

剰余労働の最大の搾取が確保されるために労働過

程・労働市揚で形成される階層構造の解明に向け

られてきたし，またスタグフレーションの分析に

おいても，理論的かつ実証的な接近態度が堅持さ

れてきた。

　ところで，こうした研究諸動向の一端は，わが

国にも伝えられており，価値の生産価格への転化
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論争はすでになじみ深いものになっている。けれ

ども，スタグフレーション分析，とりわけその有

力な潮流に生成しつつあるコンフリクト理論につ

いては，わが国への導入はきわめて不十分である。

コンフリクト理論と基本的に類縁のアプローチを

とるスタグフレーション分析の試み1）を擁するわ

が国の研究状況に照らして，その紹介と評価はき

わめて重要であろう。

　小論の目的は，欧米マルクス学派によるコンフ

リクト理論の最近の展開を眺望し，諸方向に分散

するその議論の中から，スタグフレーション分析

に有益と思われる視角をとり出し，その含意を明

らかにするところにある。

1　インフレーションの加速化と

　　　コンフリクト理論

　コンフリクト理論は，はじめにイギルスのマル

クス学派によって唱導され，次いでアメリカのマ

ルクス学派によって現状分析に応用されるという

経緯をたどっている。そこでの旋回基軸は，まず

スタグフレーション、の一方の側面であるインフレ

ーションの加速化の解明に置かれることになった。

　1．1　アスピレーションの相克

　コンフリクト理論が，P．　Devine［10］，MPrior

［25］たちによって提起されたとき，その特徴は，

資本制経済における各階級＝各要求主体が所得分

配過程でいだくアスピレーション（到達要望水準）

の対立に，インフレーシ。ンの加速化の根本原因

を見出すところに存していた。以下での考察のた

あに，その骨格を示しておけば，つぎの2命題に

集約することができる。第ユに，’現代資本主義に

おいて，資本は財市場の寡占構造のもとで価格設

定力を有し，労働は労働市場で貨幣賃金要求を妨

げられない地位にたつ。これに加えて，国家もま

た独自の経済主体として経済過程に深く介入して

いる。第2に，こうした関係のもとで，各階級コ

各要求主体は一定のアスピレーションをも．ち，し

かもそれを充足しようとして要求を打ち出す。そ

の結果，労働の側での「より高い貨幣賃金．を通じ

　1）　そうした試みとして，置塩信雄［30］，大内力

［31］，高須賀義博［32］を挙げることができる。
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てアスピレーションを実現する試みは利潤を圧縮

するけれども，資本は価格上昇を通じてその効果

の減殺を企図し」（［10］82），さらに国家も政府支

出，政府移転を介して財・サービスの購入に関係

するために，「競合する諸要求が……資源の利用

可能性を超過する」（［10］85）事態が現われる，こ

れがその基本論理である。

　ここで注目すべきことは，国家がアスピレーシ

ョンの対立に関与することを示しつつアスピレー

ションとその実現の不一致を析出している点であ

るポこうした国家活動への注目がコンフリクト理

．論の展開に一貫して伏流していくことに予め注意

をうながしておきたい。ともあれ，そうした不一

致は，B．　Rowthorn［27コによってアスピレーシ

ョン・ギャップと命名され，物価上昇率を規定す

る要因とみなされる2）。そして，これは，インフ

レーションの加速化を，各階級＝各要求主体のア

スピレーションが相互に対立しアスピレーショ

ン・ギャップが拡大する過程として描き出す，周

知のRowthornの定式化へと結実するのである3）。

　だが，このかぎりでは，アスピレーション・ギ

ャップの拡大と呼ばれる事態が，いかなる経済的

条件のもとで発生するのかは一切明らかではない。

これは，Rowthorn自らが承認するように（［27］

177），資本蓄積分析との連関が切断されているこ

との不可避的な結果であって，それゆえコンフリ

クト理論を評価する論者の間でまずこの点の改善

が目ざされたのは当然のなりゆきであった。ある

いはHarrod的不安定性論との結節4）として，あ

るいは「資本の絶対的過剰生産」論との結節5）と

して与えられた試みがそれにあたる。けれども，

ここで検討の対象とする最近の欧米マルクス学派

によるコンフリクト理論の新展開は，そうした方

　2）　いま1つの要因は，予想物価上昇率である
（［27］152）0

　3）　インフレーションを価格と賃金のスパイラルと

して定式化する作業は，すでに置塩信雄［29］によウ

ておこなわれている。けれども，そこでは国家を介し

たアスビレーションという変数は見出されない。
　4）G．M醐er，　u．　a．［23］，置塩［3Q］を見よ。なお，

前者の試みの当否については，拙稿［33］をも参照さ

れたい。

　5）　高須賀［32］を見よ。

●

●
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向にはつきない問題領域の沃野をもっている。

　1．2　具体化への試み

　問題領域を開拓したのはアメリカのマルクス学

派であり，その作業の眼目は，コンフリクト理論

．を再定式化し，それを用いて戦後アメリカにおけ

るインフレーションの加速化に実証分析を施すこ

とにある。しかも，S．　Rosenberg＝T．　E．　Weis－

skopf［26］に先導されたその試みは，コンフリク

ト理論の展開方向それ自体の転回をもうながすも

のであった。

　焦点は，まず「異なる階級による8καη’θの所

得諸要求と，その諸要求を充足するために利用可

能な所得との関係」（［26］42）に定められる。はじ

めに，要求の諸カテゴリーは，税引後賃金，政府

移転，移転を除く政府支出，税引後粗利潤にわか

たれ，諸カテゴリーの背後に想定される要求主体

としての各階級が，実質所得に関する固有のアス

ピレーションをもって分配過程に入るために，実

質総要求（雪C）は経済全体では，

　　プ＝ガ十〆十gc十牙。　　　　　　　　　（1）

として与えられる。ただし，ガは税引後実質賃

金要求，〆は実質政府移転要求，σeは実質政府

支出要求，πCは税引後粗利潤要求であり，すべ

てが労働者1人当たりの値である。つぎに，そう

した実質総要求を充足するために利用可能な，同

じく労働者1人当たりの実質国民総所得（GNI）

を雪とおくと，アスピレーション・ギャ甥プは，

経済全体では，

　　〆プ≧プ雪　　　　　　　　　　　　　（2）

となって現われる。ここで，プは予想所得デフ

レータである。

　ところで，こうしたアスピレーション・ギャッ

プは，6κρ05∫には（Pα加）プ＝雪によって，つまり

実質総要求が，価格変動を通じて実質国民総所得

の水準にまで調整されることによって解消される。

これを変化率のタームで再確認すればこうである。

6zαπ孟θ θ∬poε6

ρα十ψσ≧ρα十ず一→プ十ずe＝ρ十汐

ただし，ドットは変化率を示す。見られるように，

各階級のアスピレーションの総計としての実質総
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要求の増加率＠C）が，要求の充足のために利用可

能な実質国民総所得の成長率（のに対して過大で

あるためにアスピレーション・ギャップが発生す

る揚合には，物価上昇率（ρ）が，予想物価上昇率

（ρα）を陵駕することを通じて，事後的には実質国

民総所得の成長率へと平準化される（逆の場合に

は逆である）。したがって，これから，インフレ

ーションの加速化は，予想されない物価上昇率

（・％P）の上昇によってもたらされ，それはまた，

実質総要求増加率と実質国民総所得成長率の開園

に等しい，つまり

　　　　　　　〆＝ρ一ραニず。一す　　　　（3）

であることが明らかである。

　以上の準備にもとづいて，Rosenberg＝Weiss－

koPfは，1954年から1979年にいたるアメリカ経

済を対象にすえて，インフレーションを加速化さ

せた要因の摘出を試みている。そのさい問題にな

りうるのは，予想物価上昇率に関するデータであ

り，各階級のいだく事前的な実質諸要求の推計で

ある。けれども，前者については，J・A・Carlson

［7］の整理するLivingston価格予測調査が利用

され，後者については，当該するカテゴリーの

「事後的貨幣価値をそれに対応する物価指数の予

想され，た水準で除する」（［26］46）ことによって処

理されている6）点を付言しておきたい。ともあれ，

ここでは，その計測結果だけを縮約した形で再現

すれば表1のようになる。前掲（3）式と，表1（2）

（3）（8）行に同時に着目するならば，ただちにつぎ

のことが判明するであろう。一方では，労働者1

人当たりの実質国民総所得は急速にその成長率を1

低下させているにもかかわらず，他方では，労働

　6）　その推計プロセスを変化率のタームで示せば，
　　ガ＝［ψ一ρα（ω）］＋［チーρα（γ）］＋［ρ一ρα（9）］

　　　　＋［元一ρα（π）］

であって，ψは税引後名目賃金，ナは名目政府移転，

σは名目政府支出，元は税引後名目粗利潤，ρα（ω），ρα

（γ），ρα（g），ρ¢（π）は各カテゴリーに対応する予想物

価指数のそれぞれ変化率である。ところが，ここでい

う予想物価指数にも結局のところLivingston調査に
おけるデータが用いられる（［26コ46）のであって，そ

れは上式に見られるような各階級ごとの予想物価指数

と同じではないために，事前的実質総要求は正確には

推計されていないことになっている。
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表1戦後アメリカにおけるインフレーションの加速化：1954－1979年（％）

Vo1．35　No．2

1954－65　　　1965－73　　　1973－79

物価上昇率

　（1）GNIデフレータ：現実の物価上昇率

　（2）GNIデフレータ：予想され，ない物価上昇率

利用可能な所得の成長率

　（3）労働者1人当たりの実質GNI

労働者1人当たりの実質諸要求の増加率

　（4）税引後実質賃金（総要求の51％）

　（5）実質政府移転（総要求の7％）

　（6）実質政府支出（総要求の22％）

　（7）税引後実質粗利潤（総要求の20％）

　（8）　労働者1人当たりの実質総要求
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2　　　　　　［注］

者1人当たりの実質総要求の増加率は相対的に鈍

化が緩慢であるか，あるいは維持されており，こ

の結果としてインフレーションの加速化が発生し

ているということである。そして，これに，

Rosenberg＝Weisskopfによって，インフレーシ

ョンの加速化の「コンフリクト理論にもとつく解

釈」（［26］46）の結論という地位が与えられるのは

いうまでもない。

　さて，コンフリクト理論の再定式化と実証分析

のこのような試みには，いくつかの注目されるべ

き論点が含まれている。まず第1に，アスピレー

ションが対．立するプロセスの分析において，資本

・対労働という基本的対立関係とならんで，政府移

転，政府支出を通じて国家によって媒介されるア

スピレーションの対抗関係が明示的に考察されて

いる。こうしたエレメントの導入は，欧米マルク

ス学派のコンフリクト理論の特徴の1つであって，

それに込められる意図，その背後にある認識につ

いては，小論の結論部分で関説することにしたい。

第2の論点は，労働者1人当たりの実質総要求増

加率と実質国民総所得成長率の開差として定義さ

れ左アスピレーション・ギャップの拡大には，表

1の示すとおり，前者だけではなく後者，すなわち

実質国民総所得成長率の低下が大きく寄与してい

ることである。というのも；コンフリクト理論が

提起されたとき，その主要な関心は，総要求の充

足のための国民総所得の動向よりも，むしろ分配

過程で総要求がアスピレーションの対立を通じて

その所得を超過する側面に向けられていた。苧れ

に対して，Rosenberg＝Weisskopfの分析は，要

S．Rose”berg　and　T．　E．　Weisskopf［26］45より作成。

求充足に利用可能な所得の生産それ自体の推移に

光をあてているからである。

　ところで，9ここにいう利用可能な所得とは，労

働者1人当たりで定義された実質国民総所得であ

ったから，それは生産性を近似する概念といって

よい。そして，そうした意味における生産性上昇

率は，かれらの分析が照らし出しているように，・

明確な低下の傾向を呈しており，アスピレーショ

ン・ギャップを拡大させる要因ともなっている。

では，生産性上昇率のそのような鈍化は，なぜ，

いかにして生じたのか，ここにかれらの分析に続

いて問われるべき問題がある。したがって，最近

の欧米マルクス学派が，いわゆる低生産性問題

（productivity　puzzie）の解明のために努力を傾注

させていったのは，こうした文脈からしてけっし

て偶然のことではなかった。節をあらためてこれ

を検討するけれども，そのさいこれまで見慣れて

きた分配過程におけるコンフリクトという世界か

ら視野を転じなければならない。

2　低生産性問題と＝ン7リクト理論

　インフレーションの加速化とほぼ時を同じくし

て，アメリカをはじめとする先進資本主義諸国で

生産性の上昇率が急落しはじめたことは，しばし

ば報告されているところである7）。けれども，そ

の原因に関する数多くの分析にもかかわらず，こ

れまでのところ十分な決着がつけられているとは

　7）　アメリカについては，E．　F．　Denison［8］，アメ

リカを含む先進諸国については，A．　Maddison［21］96

－125を参照せよ。

●
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いいがたい。というよりもむしろ，事態は，E・F・

Denisonがいみじくも語ったように，「何が起っ

たのか率直にいって謎」（［8］4）というのが実情な

のである。

　2．1　労働過程・労働市場への定位

　そこで，従来の生産性分析では看過されていて，

しかも生産性の動向に重大な影響を及ぼすことの

できる要因を探索したうえで，低生産性問題にア

プローチするという方向が追求されるのは，きわ

めて当然の経過であろう。欧米マルクス学派は，

その要因を労働過程の内部にもとめ，労働者から

有効に労働を抽出するための労働者の統制（con－

tro1）という問題に見定めていくのである。

　もちろん，こうした方向がとられるのにはそれ

なりの事情がある。冒頭でも述べたように，マル

クス・ルネサンスにおける知的営為の1部は，資

本制労働過程の位階構造の解明に捧げられてきた。

とりわけアメリカでは，H．　Braverman［6］以降，

労働過程における資本による労働者の統制のため

の頭脳労働と手劣働の分極化と，そうした分極化

を再生産する基盤としての労働市場の分断化

（segmentation）を検出する諸研究が蓄積されてき

ている。

　こうした潮流を背景として，低生産性問題の分

析の端緒を開いていったのは，RBoddy＝J，
Crotty［2］，　M．1．　Naples［24］，　D．　M．　Gordon，θ彦

砿［19］などである。かれらの分析視角の特色は，

労働過程における「労資関係の本質，または労資

コンフリクトの規模と性格への関心が……生産性

の動向へのよりすぐれた理解を促進させる」（［24］

36）ということにある。

　Naplesによれば，戦後アメリカ経済における

「労資関係の本質」とは，資本と労働の「協調

（truce，　accord）」8）と呼ばれる関係であってそれ

はつぎのような内容をともなうものであった。一

　8）　「協調」とは，S．　Bowles＝H．　Gintisによって

提唱された概念であって，それは対立する諸階級によ

って相互に受け入れられている特定の階級関係を，つ

まり「政治的討論と闘争の「ゲームのルール」の新た

な集合」（［13］221）を意昧するものである。定義の詳

細については，H．　Gintis［13］220－223，　S・Bowles＝

H．Gintis［4］64－84を見よ。
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方では，労働者は，自らの正当な利害代表として

の労働組合の法認を確保’し，また職務上の恣意的

取り扱いから自らを防護する一連覇協約諸条項

（先任権，苦情処理手続きなど）を獲得することが

できた。けれども，他方では，協約終了時のスト

ライキには60日事前通告義務が賦課され，また

交渉内容も賃金問題に限定されて，労働過程の管

理権は経営権（management　rights）条項として

資本によって完全に掌中されるという関係がそれ

である。ところが，こうした資本と労働の「協

調」という「労資関係の基本パターンは，1950

年代にはたしかに支配的であったにもかかわらず，

1960年代の長期的拡大の中で崩壊した」（［24］37）。

その理由は，「協調」関係の内部でそれに背反す

るような，労働条件それ自体をめぐる協約期要心

のコンフリクトが多発したためである。その結果，

生産性上昇率の動向も，そうしたコンフリクトに

強く影響されることになる。ここにNaplesの理

解を見ることができる。

　たしかに，こうした理解を通じて，低生産性問

題が，すぐれて労働過程レベルでの労資関係の問

題に関連するという分析の回路が開かれたことは

重要であろう。けれども，Naplesらにおいて，

第1に，そうした見地から生産性の動向が具体的

に分析されていないし，第2に，労働過程内部で

の労資関係の問題が，前節で見た国家に媒介され

る諸関係といかなる関連を保ちながら低生産性問

題に帰着するのかが問われているわけでもない。

そこで，Naplesらの分析視角を維持しつつその

欠陥を止揚する試みが要請されることになるが，

まさしくそうしたものとして登揚するのが，S・

Bowles，　D．　M．　Gordon，　T．　E．　Weisskopfたちに

よって進められつつある作業なのである。

　2．2解の提示

　ここでは，その最新の成果であるBowlesらの

分析（［5］1－149，391－401）を中心として，低生産

性問題に対する解の骨子をつかむことにしたい。

　その基本構図は，資本と労働との間に架橋され

た「協調」というカテゴリーを労資関係以外の経

済・社会的諸関係の理解にさいしても適用し，

「協調」諸関係の内部で発生するコンフリクトか



144 経　　済　　研　　究

ら低生産性問題を説明していくことにある。

　まず，これまでの諸説と同様，考察対象が戦後

アメリカ経済に限定されたうえで，その「制度的

構造」の特質が以下の3点において把捉される。

第1に，資本と諸外国とりわけ原材料供給国との

安定した支配・従属関係であって，このもとで原

材料実質価格の低下と交易条件の継続的改善も可

能ゼあったとみなされる。第2に，資本と劣働の

「協調」であって，それは労働過程における労働

者の有効な統制を不可欠の条件とする。そうした

統制のために労働過程に内的ならびに外的な管理

メカニズムが動員される。内的には，手労働をに

なう生産労働者から監督労働者を分極化し，それ

を多層多重に配置して労働過程を「官僚的統制

（bureaucratic　control）」（［11］130）に付し，また

労働市揚の第1次セクターと第2次セクターへの

分断化を利用して労働者を分割統治する機構であ

る。外的には，「労働者に対する資本の支配の伝

統的源泉」（［5コ88）としての産業予備軍による失

業圧力の持続がそれである。第3に，資本と市民

（citizen）の「協調」であって，これは，国家が公

民権を賦与するもとで，社会保険，公的扶助，雇

用保障を実施することで維持されたことが強調さ

れる。

　ところで，こうした「協調」諸関係に困難が生

ずれば，それはただちに「制度的構造」に反映さ

れるけれども，かれらによれば，まさしくそうし

た「コンフリクトが……この3つの諸関係のそれ

ぞれの内部で発生した」（［5］79）。より詳細には，

1960年代中期を転回点として，第1に，先進資

本主義諸国間の国際競争の激化と原材料供給国の

原材料支配要求に挾撃されて交易条件が悪化する。

第2に，資本と勢働の「協調」のカバリッジが，

「協調」の一方の担い手である労働組合の組織率

の急激な低下9）のために狭応化するのに加えて，

「協調」の内部でも，「官僚的統制」・労働条件の

劣悪化に対する不満がストライキ，クウィットと

して現われ労働者の統制の有効性が低下する。し

かも，この基礎過程に存在するマクロ経済政策を

　9）　組織率は，AFLCIOの合同時1954年目35％
から，1966年の28％にまで低下している（［5］86）。

Vo1．35　No．2

通じた失業率の急速な低下と，．社会保障の拡充の

ための政府移転の増大にともなう「失業コス

ト」10）の低下によって，失業圧力が緩和されたと

いう事実が重要である。第3に，環境保全，職業

安全衛生運動その他の市民の異議申し立て運動が，

企業規制諸立法へと結果し，企業にとってのコス

ト要因に転化する，これがかれらの検：出するコン

フリクトのすべてである。

　そこで，Bowlesたちによる低生産性問題の分

析は，「協調」諸関係の内部で発生する諸要因の

すべてを勘案したうえで，労働過程における労働

者の統制という問題に再度照明をあてることにな

っている。

　まず，生産性の推移に影響を及ぼすことのでき

るものとして，（1）資本集約度，（2）稼動率，（3）

イノベーション率11），（4）労働強度（work　inten－

sity），（5）市民の諸要求と原材料供給国の原材料

支配要求12）という要因が措定される。このうち，

前3者については，従来の生産性分析にもしばし

ば登面する要因であるために，あらためて説明の

必要はないであろう。他方，後2者が，かれらの

分析に特徴的な要因であるとともに，上記の「協

調」諸関係の内部で発生するコンフリクトに対応

する要因でもあることは明らかである。ここで注

意を要求されるのは，労働強度という要因につい

てである。なぜなら，それが，雇用契約において

形式的に購買される労働と，労働過程において現

実的に遂行される労働との差異を指し示す概念で

あり，したがってまた，労働過程における労働者

の統制という問題に直接に連結する概念だからで

10）　その定義はつぎのとおりである（［5］88）。

・失業・ス・」・
m　失業時の平均的労働者の所得1一　就業時の平均的労働者の所得］

　　　　　　　×平均失業期間
したがって，失業時の失業保険その他による所得の増

大，平均失業期間の短縮は，労働者にとって「失業コ

スト」の低下を意味する。

11）　これは，財市場の競争圧力によって規定される

という判断から，回帰分析においては企業倒産率で代

理される。ただし，技術革新を何によってとらえるか

は困難な問題であるけれども，この手続きはあまりに

も単純であろう。

12）　これは，企業に与えるコスト圧力を考慮して，

非農業原材料相対価格で代理されている。

6
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ある。みだし，労働強度という要因も，それ自体

としては計測可能ではないために，代理変数で代

替されなければならない。Bowlesた．ちは，これ

が，資本の労働に対する支配力と，労働者のモテ

ィベーションの両面から規定されると解釈して，

前者を生産労働者に対する監督労働者の比率とさ

きの「失業コスト」の積によって，また後者を労

働条件の質を示すとみなされる労働災害率によっ

て代理させる手続きをとっている。

　では，これら諸要因の各々は，生産性上昇率の

低下にどのように寄与するのだろうか。かれらは，

生産性上昇率と，上で指定された諸要因またはそ

の代理諸変数とを重回帰分析し，生産性上昇率の

低下に対する各変数の寄与率を計算している13）。

その結果は，図1に見ることができるように，生

産性上昇率は，1948年一66年と1966年一73年の2

つの期間の年平均上昇率を対比するとき，0，69％

ポイント低下しているけれども，そうした低下は，

上記の諸要因のすべてに関与をうけながら，しか

も「労働強度の低下によって最大の圧縮を被っ

た」（［5］144）ことを示している。したがって，生

産性上昇率の低下は，主要には労働強度の低下に

よってもたらされ，労働強度の低下は，労働過程

における労働者の統制の有効性の低下とそこで生

ずるコンフリクトの結果として現われる，これが

かれらの結論の中心なのである。

　Bowlesたちの分析は，特にその計量分析の部

分において多分に試論的なものであり，改訂の余

地を残している。けれども，そこでのかれらの貢

献もまた明らかである。それは，低生産性問題の

解明にさいして，Naplesらによって敷設された

図1低生産性問題の解明
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13）　回帰式は，

¢＝0；006十〇．441南十〇562⑳十〇．0386十〇．051ω十〇．023∫
　（1，34）　（4．22）ホ＊（10．94）＊＊（6．45）写＊（2．44）零＊（2．47）＊＊

　　一〇．0587陀
　（一3．38）＊＊

1～2＝0．91　　亙2＝0．89　　エ）曜＝1．81

であった。ただし，あは資本集約度，秘は稼動率，8

は生産労働者に対する監督労働者の比率と「失業コス

ト」の積，ωは労働災害率の逆数，／は企業倒産率，

7πは非農業原材料相対価格，パーレン内は耐直，アス

テリスクは有意水準1％で有意，ドットは変化率を示
す（［5］395－398）。

ユ966－73年の　資本　稼動率
1948－66年1こ　　集糸勺度

対する生産性

上昇率の低下
［出所］S．Bowles，誘αZ．［5］143。

労働強度　イノベー　市民と原

　　　ション率　材料供給

　　　　　　国の要求
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労働過程における労資関係とコンフリクトの重視

という軌道上で，Naplesらによって考慮の外に

置かれた諸要因を導入することによって，戦後ア

メリカ経済の「制度的構造」の特質それ自体から

低生産性問題に対する一応の解を与えてみせたと

いうことである。だが，かれらの貢献はこれにと

どまらない。すでに第1節で確認されたように，

一方における実質国民総所得の成長率と，他方に

おける実質総要求の増加率とは，アスピレーショ

ン・ギャップを規定する2大要因であった。そこ

で，Bowlesたちの分析を通過することによって，

前者の低下傾向が主要には労働過程におけるコン

フリクトに起因することが判明したわけだから，

いまやインフレーションの加速化は，分配過程の
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みならず労働過程におけるコンフリクトの総結果

として与えられることになる。第1節での検討と

ここでの考察を重ね合わせるならば，それは図2

のようにスキーマタイズされるはずである。すな

わち，労働過程におけるコンフリクトは，アスピ

レーシ。ンの充足のために利用することのできる

所得の成長率を低下させるにもかかわらず，分配

過程におけるコンフリクトはアスピレーションの

下方修正を不可能とする，この両者の帰結として

インフレーションの加速化は必然化される，と。

3　スタデフレーション分析への視角

　これまでの議論は，すべてインフレーシ日ンの

加速化という問題がコンフリクト理論にもとづい

ていかに解明されるかということにかかわってい

た。そこで，以下では，インフレーションの加速

化と失業率の上昇という2つの問題側面が，とも

にどのように位置づけられうるかを見ることによ

って，コンフリクト理論の提供するスタグフレー

ション分析への基本視角を析出することにしたい。

　3．1生産と分配を？らぬくコンフリクト

　すでにこれまでの概観から知ることができるよ

うに，分配過程ならびに労働過程におけるコンフ

リクトの解明にさいして確保されている2つの論

点が重要である。1つは，分配過程で生ずるコン

フリクトの分析において，資本対労働という対抗

関係を基軸にすえながら，コンフリクトがその両

者の対峙する場面にだけ還元されるのではなく，

それが国家によって媒介される領域においてもと

らえられることである。これを端的に示すのが，

アスピレーションの構成要因としての政府移転，

政府支出というカテゴリーの導入であり，また公

民権の担い手としての市民という要求主体の想定

である。いいかえれば，アスピレーションの対立

の座標軸は，資本と労働という方向だけにで1まな

く国家を介して市民という方向にも伸ばされてい

るわけである。いま1つは，労働過程で生ずるコ

ンフリクトの分析において，そこでのコンフリク

トが低生産性問題と密接に関連し，しかも低生産

性問題の解明がインフレーシ日ンの加速化を分析

するための不可欠の環でもあると強調されること
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である。ともすれば，従来のスタグフレーション

分析の試みにおいて，生産性は一定として議論が

進められる（［27］149）か，あるいは生産性上昇率

の鈍化という要因が着眼される揚合でも，その原

因については究明が断念される（［31］305）のが通

例であったことを老良して，それは評価に値する

前進である。

　要するに，コンフリクト理論の最近の展開によ

って，かつて、Glyn＝Sutcl置eテーゼにおいてそ

うであったように，コンフリクトを資本と労働の

間のたんなる分配闘争，賃金闘争に局限するので

はなく，国家によって媒介され，労働過程と分配過

程を貫徹するものとして把握する視角が確立され

た一まずこの点を確認しておかなければならない。

　しかしながら，スタグフレーション分析という

当面の課題からすれば，それは問題側面の一方に

関連しているだけである。それがスタグフレーシ

ョンの解明へと導かれるためには，なおいくつか

の論理的媒介項が必要である。というのも，第2

節で見たように，労働過程において労働者の統制

の有効性が低下し，コンフリクトが激化した基礎・

過程には，失業率と「失業コスト」の急速な低下

があるというが欧米マルクス学派の理解であった。

これに対して，いうまでもなくスタグフレーショ

ンは失業率の上昇とインフレーションの加速化と

が同時進行する事態であって，この両者の間には

大きなギャップが横たわっているからである。で

は，そのギャップは，どのようにして埋められる

べきだろうか。

　3．2　産業予備軍の経済的機能

　古典において，失業すなわち産業予備軍は，資

本制経済の不可欠の「存在条件（Existenzbeding－

ung）」（K　Marx［22］661）であって，生産の突発

的拡大のための労働力のプールであるだけではな

く，第ユに，分配過程において「現役軍め要求を

抑制」（［22］668）し，第2に，労働過程において

「就業者により多くの労働を流動させることを強

制」（［22］669）するという一個二重の機能をはた

すものであった。この論点を現代資本主義分析の

ためのキイ・カテゴリーとして甦らせ，マクロ経

済政策による産業予備軍の人為的縮小を資本制経

●
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　　　　　　　　　　　　●済にとっては「不健全」（［20］141）な事態と判定

したKalecki命題は，欧米マルクス学派のコンフ

リクト理論を定礎する役割をはたしている。

　だが，そうした命題に立脚して，「失業率の変

化が……労働のミリタンシーの根本的決定因であ

る」（［2］10）と主張するだけでは，スタグフレー

ションの解明にはいぜんとして到達しないことも

容易に推察されるであろう。なぜなら，産業予備

軍の減少は，労働過程と分配過程でコンフリクト

を激化させ，インフレーションを加速化させるけ

れども，これに反して産業予備軍の増大は，それ

らを緩和する方向に作用するはずだからである。

　この問題を解決するためのありうべき選択肢の

1つに，「労働者階級の力量の増大」（［30］176）と

交渉力の強化のために，産業予備軍の増大にもか

かわらずコンフリクトは緩和されず，インフレー

ションの加速化も終息しないとする説明がある。

しかしながら，そこでいう「労働者階級の力量の

増大」の実体が明確ではないのに加えて，Bowles

たちもいうように，労働組合の組織率はスタグフ

レーションに先行して決定的に低下しているため

に，それを労働者の組織力にもとめることもでき

ないというディレンマにその説明は逢着すること

になる。そこで，産業予備軍の増大による労働者

の統制という経済的機能そのものに一定の変化が

生じたと想定する必要があるように思われるが，

欧米マルクス学派のコンフリクト理論の照準もそ

こに定められるのである。

　問題の核心は，前掲「協調」諸関係の維持のた

めの必要不可欠の手段と目されていた，国家によ

る社会保障のための政府移転およびその他の政府

支出と労働過程の「官僚的統制」のための基盤と

なる労働市場の分断化とが，労働者の統制という

産業予備軍の経済的機能に対していかなる変化を

加えるかということにある。ここでは議論の進行

の中で示されたいくつかの見解をわれわれなりに

整序しておきたい。

　第1に，政府移転の増大が産業予備軍の経済的

機能に与える影響は，2つの仕方でもたらされる。・

（1）「産業予備軍のメカニズムは，たんなる失業の

存在だけではなく，雇用されている労働者への脅
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威を必要とする」（［2］10）けれども，政府移転の

増大，ことに失業保険の拡充と延長給付の実現は，

さきに定義された意味での「失業コスト」の低下

を介して，そうした脅威を確実に緩和する。（2）

政府移転，政府支出の増大は，労働力の販売にも

とつく賃金を通じてではなく「無料の，または補

助された財，社会的サービス，および保険の形態

で国家を通じて提供される」（［15］343）部分の労

働者消費に占めるシェアを高めている。そのこと

は，まず劣働市制の需給状態を反映した産業予備

軍の増大と減少による賃金変動が，労働者消費に

及ぼす影響を相対的には小さくするし，さらに産

業予備軍の規模からは独立した「資本に不利な分

配上のシフト」（［4］75）が生ずる可能性を開く。

こうした2径路を通じて，産業予備軍に本来的な

経済的機能は人為的な拘束を受ける。

　第2に，労働市揚で進行した第1次セクターと

第2次セクターへの分断化傾向のもとで，1960

年代後半以降の失業率の上昇は主として後者にお

いて現われた。そして，第1次セクターでは比較

的に安定した失業率の推移が見られた14）のは周知

のことである。それゆえ，セクターの区別をしな

い全体としての産業予備軍の増大は，もはや「全

労働者に対する真の脅威を尺絶するものではな

い」（［4］83）し，とりわけ第1次セクターの労働

者に対する統制において，その有効性は減殺させ

られている。

　こうした議論が成り立つならば，そこにどのよ

うなスタグフレーシ。ン分析への視角が含まれて

いるかいまや明らかであろう。産業予備軍にそな

わる労働者の統制という経済的機能は，「協調」

諸関係の維持を目的として講じられた諸手段のた

めに，その有効性の低下を余儀なくされた。それ

ゆえ，インフレーションの加速化に対抗するため

のマクロ的抑制政策を通じた産業予備軍の人為的

創出も，必ずしも労働者の統制には直結せず，労

働過程ならびに分配過程におけるコンフリクトも

解消されない。その結果，インフレーションの加

速化と失業率の上昇とが同時進行する事態が現わ

14）たとえば，D．　M．　Gordon，θ’砿［19］210を参

照せよ。
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れることになる。ζこに，コンフリクト理論の提

供するいま1つの視角とともに，スタグフレーシ

日ンそれ自体の基本的把握をも見てとることがで

きるのである。

結語一コン7リクト理論の帰趨

　以上の展望を通じて，インフレーションの加速

化と失業率の上昇という問題側面のそれぞれに対

応するスタグフレーション分析へのコンフリクト

理論の2つの視角を摘出することができた。だが，

そうした視角が打ち出される基底には，これまで

にくり返し強調されたように，現代資本主義にお

ける経済と国家の関連について欧米マルクス学派

に独自の認識がひそんでいることが見のがされる

べきではない。それはまた，コンフリクト理論の

今後の展開にも深いかかわりをもつように思われ

る。そこで，小論を閉じるにあたって，それにつ

いて若干指摘することにしたい。

　前節で造面たように，産業予備軍による労働者

の統制という経済的機能は，資本制経済が存立す

るための不可欠の「存在条件」をなすものであっ

た。そうである以上，その機能を低下させるいか

なる試みも，「存在条件」に対する明白な侵害と

みなされなければならない。とすれば，そうした

経済的機能の低下が，資本制経済に内在する論理

によってはもとより，少なくともそれと「融合・

癒着」の関係にたつものとしての国家によっても

たらされるというのも困難である。別言すれば，

産業予備軍の経済的機能に対する人為的制約とい

う視角は，伝統的な国家独占資本主義論で想定さ

れている経済と国家の関連の把握からは，論理的

に導き出される性格のものではないのである。

　われわれのみるところ，コンフリクト理論の展

開においてその関連はつぎのようにとらえられて

いるようである。Bowles＝Gintis（［3］［4コ［15コ）

の示唆する方向であるが，所有権にもとづいた諸

資源への要求のみが承認されている資本主義のル

ールと，公民権にもとづいて普遍的に拡張された

諸資源への要求が平等に承認される自由民主主義

（1iberal　democracy）のノレールとの「重なり合い

overlapping）」（［15］341）という関連がそれである。

Vo1．35　No．2

したがって，こうした見方からすれば，現代資本

主義は，本来その原理を異にする資本制経済と自

由民主主義国家形態とが「接合（articulation）」

（〔4］52）されたシステムとして了解される。ある

いは，逆にいえば，資本制経済と自由民主主義国

家は，たがいに他を一意的に制約する関係にはな

く，両者は「非接合（disarticulation）」（［4］91）の

可能性をはらみつつ統合されたシステムとして把

握されるわけである。これを上述の産業予備軍の

経済的機能とかかわらしめれば，資本制経済はそ

の機能の貫徹を自らの「存在条件」とするにもか

かわらず，自由民主主義国家の原理は必ずしもそ

れに照応せず，両者の相互作用のはざまに産業予

備軍の経済的機能の低下という事態が現われたと

いえよう。それゆえ，スタグフレーションをはじ

めとする困難を現代資本主義にもたらした，これ

までに見たコンフリクトは，究極的には，こうし

た異質の原理の間での，すなわち資本制経済と自

由民主主義との間でのコンフリクトに根源をもつ

ということになる。欧米マルクス学派のコンフリ

クト理論の展開に陰伏し，問題提起の方向を規定

し，議論を牽引していったのは，実のところこう

した現代資本主義認識にほかならなかったのであ

る。

　以上のような認識をひそませながら，コンフリ

クト理論は，欧米マルクス学派によってさらに展

開されていくはずである。そのさい，上記のよう

な現代資本主義認識が，たんなる仮説のレベルに

．とどまるか，あるいは理論的・実証的彫琢を加え

られ具体化されて，欧米マルクス学派の現在のと

ころの弱き環といわれている現代資本主義論にま

で完成されていくかはすべて今後の展開にかかっ

ている。だが，いずれの方向がとられるにせよ，

欧米での展開が，小論の冒頭でふれたようなわが

1国の研究動向に有効に摂取され，それを跳躍させ

ていくためには，叙上の個別諸論点への肯定・否

定にとどまらず，その現代資本主義認識までを射

程に入れた全面的検討が必須とされることだけは

確かなのである。　　1

　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）
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